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A Study on Poverty Alleviation Policies in China
Zhang Jian
Abstract
　This paper is a study on poverty alleviation in China. The paper firstly investigated the poverty line, the change 
of the poverty population and their regional distributions. By now Chinese government has identified 14 poorest 
region and 832 poor counties, and the supportive policies are mainly available for these area’s people. The poverty 
alleviation policies went through a massive alleviation stage, a development-oriented stage, a double poles stage, and 
the comprehensive poverty reducing stage. In order to achieve the poverty alleviation goal Chinese government are 
focusing the developing of industries, employment, removal, education, and health insurance at those poor area. The 
government-leading characteristic of Chinese poverty alleviation policies made great contributions. And in the next 
stage it is necessary for China to attach importance to the market mechanism and take full advantage of the 
production factors in the rural area because China is going to face the relative poverty problem.
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2000 865 9422 10.2 625 3209 3.5
2001 872 9029 9.8 630 2927 3.2
2002 869 8654 9.2 627 2820 3.0
2003 883 8517 9.1 637 2900 3.1
2004 924 7587 8.1 668 2610 2.8
2005 944 6432 6.8 683 2365 2.5
2006 958 5698 6.0 693 2148 2.3
2007 1067 4320 4.6 785 1479 1.6
2008 1196 4007 4.2 895 1004 1.0
2009 1196 3597 3.8
2010 1274 2688 2.8
2011 2300 12200 12.7
2013 2300 8249 8.5


















































2000年 2005年 2010年 2014年
貧困人口規模
（万人）
全国 9422 6432 2688 7017
東部 962 545 124 956
中部 2729 2081 813 2461
西部 5731 3805 1751 3600
貧　困　率
（％）
全国 10.2 6.8 2.8 7.2
東部 2.9 1.6 0.4 －
中部 8.8 6.6 2.5 －




東部 10.2 8.5 4.6 13.6
中部 29.0 32.3 30.3 35.1









































































































































































































































































































2007 104 3566  292  70
2008 222 4306  516  82
2009 345 255  90 4760  725 101
2010 445 269 176 5228  851 117
2011 668 503 165 5306 1259 164
出所： 陳建東、趙術高（2014）「我国最低生活保障制度演进与展
望」、『経済研究参考』2014年第33期、第26頁。
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行し、登録された貧困人口のうちの5000万人を産業支援、
就業の転換、移住、教育支援、医療救助などの措置を以っ
て脱貧困を実現し、残りの部分または完全に労働能力を喪
失した貧困人口は社会保障政策の活用により貧困脱却を実
現すると明確に示した。さらに、特色のある産業の育成、
貧困人口労働力の他地域への出稼ぎ労働（労務輸出）、生
態補償事業の補助金制度の活用、農村最低生活保障制度の
利活用の促進といったこれまでの政策の強化策のほか、扶
貧事業の資産と利益の増加分について、貧困農家への配
当、分配などの形で扶貧開発の利益を貧困人口にも享受さ
せるというモデルの試行も初めて示され、家族の労働力と
して出稼ぎに行く世帯の留守状態にある児童、婦女、年寄
り、障碍者に対する支援を行うとも強調され、社会政策と
の連携を重視する姿勢も見られた12。
４ ．これまでの扶貧政策への評価と今後の課題
　37年間にわたる継続的な扶貧事業と政策の実施により、
中国の貧困削減事業は大きな成果を生んだ。中国の貧困基
準でみる場合は、1978年から2010年までの22年間で中国は
2.5億人の貧困人口の削減を実現し、国際貧困基準の１日・
1.25ドルで計算した場合は6.6億人の削減になり、世界の貧
困削減事業にも大きく貢献した。第十二次五カ年計画期間
（2011～2015年）において、2011年に国際基準に近づける
ために、中国は貧困ラインを前年より８割も引き上げた
中、5000万人の貧困人口の削減を実現したことも評価され
よう。中央財政と各行政部門から投入された資金も巨額な
数字になっており、2015年の単年度中央財政専項扶貧資金
は467.45億元達し、2000～2015年の中央財政専項扶貧資金
の投入総額は3433億元を超えた。2011～2015年14の特別貧
困地区の交通整備に投入された資金は5500億元に上った。
こうした財政資金の投入、教育、交通、水利、農業などの
面の支援及び農村地域を対象とした社会保障システムの整
備は、農村の貧困問題の改善、貧困人口の削減、地域経済
成長の基盤整備には重要な役割を果たしたと言えるであろ
う。こうした実績と成果などから、中国の反貧困事業の経
験として国家の発展計画に入れられていること、扶貧戦略
と政策体系の継続的な改善、中国独特の扶貧メカニズムな
どが挙げられている13。
　一方、改革開放以来の中国扶貧政策の最大の特徴は、上
述の経験からも裏付けられるように、「政府主導」にある
と思われる。扶貧に関する政策文書には必ずと言ってよい
ほど「政府主導を堅持する」という文言が盛り込まれてい
る。この場合は、経済政策とするか、社会政策とするか、
見方によって評価の視点が多く異なってくる。実際に扶貧
政策の主な手段、方法、事業についてみれば、戸籍政策、
移住、教育、職業訓練、就農支援、医療保障制度、社会保
障制度、年金、産業育成、幹部派遣、生態保護補助金、一
対一の省（直轄市・自治区）同士の指定支援など、多岐に
わたっており、大方党と政府としての責任であるという社
会政策的な性格が強いように思われる。そのような認識は
社会主義国家として共同富裕を目指す中国の国家目標と一
致しており、その姿勢と努力自体が当然否定されるもので
はなかろう。また、中国の扶貧問題を考えるにあたって、
半分以上の人口を擁する農村社会の安定という視点を忘れ
てはならない。政府が責任を持って取り組んでいる扶貧事
業は、農村社会の安定ひいては中国社会の安定にはプラス
に働く面があったと思われる。
　では、以上の特徴と性格を持つ中国の扶貧政策である
が、目標の実現を図る指標は貧困基準であり、それは経済
分野の数値目標である。言い換えれば、目標の実現は貧困
基準以上の年間純収入を達成したか否かで判断されるわけ
であるから、結果的には経済政策が中心的な役割を果たす
ことになるのである。経済政策で農村地域の住民の所得を
考える場合は、市場の失敗が確認されない限り、政府は、
主導的ではなく、市場の主体のためにインセンティブが働
く市場環境の整備という補助的な役割を選択するのがベ
ターであろう。政府主導の場合、仮に扶貧目標が達成され
たとしても、期間を区切った扶貧資金の投入がその後でも
継続的に投入されなければ、再び貧困に陥る可能性が高い
のである。ましてや中国の貧困削減はいまだに絶対的貧困
の撲滅を目標としており、今後は相対的貧困の削減問題も
重要な課題となる。
　したがって、これまでの中国の扶貧政策は大きな成果を
挙げたのは事実であるが、政策目標達成後の次の新しい段
階では、従来の政策の限界も見えてくるであろう。貧困地
区と貧困人口に対して、弱者救済か自立促進か、将来政策
的な選別が必要になってくると思われる。中国で社会保障
システムの全国一元化の進展につれて、産業育成が可能な
貧困地域でより市場メカニズムの役割を発揮させるべきで
あろう。早急に農村地域の住民を対象とする基本的な年金、
医療、生活保障などの制度による保障を実現した上で、職
業訓練、農地請負権利の流動化など、農地、人力資本など
の要素市場を活性化させることが農村の貧困地域ではたい
へん重要である。そうなっていく中で、産業育成が困難な
遅れた地域に対しては、中山間地域の条件不利の補正、生
態環境の補償など、農産物の価格政策など、所得政策の重
視が求められよう。
おわりに
　中国経済は高速成長から中高速成長、いわゆる「新常
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態」の段階に入り、経済格差の是正による内需の掘り起こ
しが重要な課題となっている。そのためには、農村地域の
貧困削減問題は一層重要性を有するものと思われる。一
方、経済格差の是正は中国社会の安定を実現するカギであ
り、絶対的な貧困人口の削減を実現してから今後は相対的
な貧困問題を解決しなければならないという新たな段階が
待ち受けるため、収入を貧困ライン以上にすることだけで
は、社会安定問題の解決にはならず、年金、医療などを含
む社会保障制度の整備など、経済政策、社会政策、民族政
策を総合したバランスの取れた政策体系の構築が中国に
とって必須である。現在、経済の減速で中国の財政収入の
増加率も鈍化してきているが、今後は財政資金の安定的な
確保も課題となろう。今後の中国の貧困問題は中国経済の
構造調整がスムーズ進むかどうかにかかっているであろ
う。
注
１） 中国国家統計局住民調査弁公室編（2011）『中国農村
2011貧困監測報告』、中国統計出版社、第11頁。
２） 2015年10月に「１日・1.25ドル」基準は世界銀行に
よって「１日・1.90ドル」に引き上げられている。
３） 王萍萍（2007）「中国贫困标准与国际贫困标准的比
较」、『調研世界』2007年第１期、第５頁。
４） 「荆楚扶貧網」ホームページ（http://hbfp.cnhubei.
com/2015/0304/207009.shtml）による。
５） 少数民族の自治県に対して認定基準を緩和することが
ある。
６） 劉永富（2014）「打好扶贫攻坚战 全面建设小康社会」、
『扶贫开发与全面小康首届10・17论坛文集（上）』、世界
知識出版社（中国）、第14頁。
７） 中国国際扶貧センター・張磊（2007）、「中国扶贫开发
政策演变（1949－2005）」、中国財政経済出版社、第84頁。
８） 中国国際扶貧センター・張磊（2007）、「中国扶贫开发
政策演变（1949－2005）」、中国財政経済出版社、第79頁。
９） 中国国際扶貧センター・張磊（2007）、「中国扶贫开发
政策演变（1949－2005）」、中国財政経済出版社、第133～
135頁。
10） 範小建主編（2012）『《中国农村扶贫开发纲要（2011－
2020年）》干部辅导读本」、中国財政経済出版社、第１～
18頁。
11） 上海市政府ホームページによる（http://www.shanghai.
gov.cn/）。
12） 中国国務院扶貧開発領導小組弁公室ホームページを参
照されたい。
 （http://www.cpad.gov.cn/art/2015/12/7/）
13） 胡鞍鋼（2014）「从世界最大贫困人口国到小康社会
（1949－2020）」、『扶贫开发与全面小康』、世界知識出版
社、第73～75頁。
